
壷職中の秘密保持義務を認めることについては特に間題であるとの意見は
なかったo

土のような労働者の在職中の秘密保持義務についてl痢えばr労働者は

秘密保持義務を負うJという形で明確化することは疑問であり,信義則な
どの基本的なル-ルを定め1後は労使の運営に任せるべきではないかとの

意見があった.

そこで,労働者の在職中の秘密保持義務については.不正寮争防止法の

定め及び買法の-般原則に委ね1特投の規定を設けないことが適当である白

.-退職する労働者に職務上知り得た秘密を退職後も漏らさないことを義務

付けてい声企業は1全体の33.7%であるく独立行政痕人労働政策研究.研

修機梼r従業員関係の枠組みと採用.退醜に関する実態調査J平成16科D

退職後の秘密保痔義務につVては.不正競争防止法の定吟により保護され

声のは営業秘密に酸られ1また.不正の利益を得る等の目的があった場合

に限られることカテら,不正療争防止法に加えて労働契約上の秘密俸持義務

を規定する意味があるとの意見があった.また1競琴避止義務は直接労働
者の職業選択の自.由を制約するもの.であり,知的財産を保護する.ための手

段として娃あまりに強力であるので,企業が競業準止義務よりも秘密保嘩
義務を使う動機付けとなる立法や解釈が必要だとの意見があっ.たo

しかし.労働者が退職後に保持すべき義務を負う.秘密の範囲が過度に拡

大したり抽象的なものとなったりすると,雇用.の流動化が進む近年の状況

の中で,転職.を重ねて職業能力を開発していく労働者o1キヤリア形成を阻

害しかねなblこ.tにも留意して検討する必要が串るD

退職後の秘密保療にづtlて臥営業秘密に関しては既に不正競争防止法

の規定がありlこれにより営業秘密の保護の要請と尭働者の職業連択の自

由との調整が図られていることにかんがみ,同法の保革する範囲以上に労
働者た退職後も秘密保持義務を負わせる場合には,労使当事者圃の書面に

よる個別の合意一就業規則又は労働協約による根拠が必要であることを法

律で明らかにすることが適当であるo

また1当該合意や就業規軸等わ規定について柱.当該義務に反する労働L

者の行為により使用者の正当な利益が侵害されることを要件とすることが

適当であるo

さらにl労働者が退職後の秘密保持義務を負う場合tこはl秘密保持義務

の内容及び期問を使用者が退職時に書面により明示することが必要とする
ことが適当であるoJここで1秘密の内容は時々刻々と変わり得るものであ

ることから,その内容を退職時に明確にすることの重要性を踏まえてl使
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